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令和 ５ 年度　事業報告
（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

Ⅰ 	概　況

〇�　当国保組合は、昭和45年7月に京都府知事の認可を得て、府内13の母体団体により、公法
人として設立され、母体組合を核として同種同業の連帯意識と相互共済の精神に基づき、医
療保険制度の発展に貢献して参りました。

〇�　しかしながら、本格的な少子高齢化や生産年齢人口の減少が進む中で、国保制度を取り巻
く環境は更に厳しさを増しています。また、高額薬剤の保険適用、疾病構造の変化及び医療
技術の高度化等により医療費の増嵩が著しく、当国保組合では、積立金等を取り崩す等をし
て、単年度赤字を補填しながら円滑な組合運営に努めて参りましたが、積立金の中の流動資
産（現金）が底をつき、銀行から借り入れをしないことには、医療費の増加等に対応出来な
い状況となりました。� �
　こうした状況を踏まえ、令和5年10月から保険料改定をさせていただきましたが、令和5年
度決算においては、十数年来続いていた単年度赤字が久しぶりに解消されることとなりまし
た。これは、ひとえに組合員の皆様方のご理解とご支援があったからこそであり、この単年
度黒字を1つの契機として、今後の医療費の増加等にも柔軟に対応出来る安定的な運営を目
指し、必要な財源確保に努めてまいります。

〇�　当国保組合では、大幅な保険料引上げの影響があったことなどにより、多くの組合員の
方々が脱退されることになりましたが、全国の他の国保組合におきましても被保険者の減少
は著しくなっており、国保組合の財政基盤や組織基盤の確保を図っていくことが最重要課題
となっています。� �
　また、急激な保険料増大への激変緩和措置として、令和6年4月から1年間、18歳以下の若
年層家族の保険料軽減を実施していますが、令和5年度決算が単年度黒字に転換したことも
踏まえ、次年度以降の取り組みについては、令和6年度中に委員会や理事会等で議論を重ね
て参ります。

〇�　国においては、少子化対策の一環として、妊娠・出産時からの支援強化として、令和7年
度からの「出産・子育て応援給付金」の制度化に取り組み、児童手当の拡充や教育費の負担
軽減をはじめ、男性に対する育児休業の取得率の向上も目指しています。また、令和8年度
からは「こども・子育て支援金制度」の導入が決定されました。

〇�　令和6年12月2日から被保険者証の新規発行が
なくなり、「マイナ保険証」に一本化されるこ
とになっていますが、現時点では、その利用状
況はあまり進んでいるとは言えません。

〇�　令和5年度の実質収支は、経常収入18億4,862
万円から経常支出17億5,141万円を差し引いた
9,721万円の単年度黒字決算となり、平成21年度


